
宮崎市障がい者福祉関連施策について

宮崎市障がい福祉課

資料 １



第４期 宮崎市障がい者計画の施策体系
【単位：千円】

令和７年度 令和７年度

当初予算額 決算額 当初予算額 当初予算額 決算額 当初予算額

389,781 392,479 382,555 1,013,333 982,288 1,048,749

25,065,040 25,123,661 26,723,642

23,661,926 23,748,894 25,292,338 24,371,035 24,417,067 26,025,096

※各予算額は再掲事業分も含まれております。

令和６年度 令和６年度

１．共に支え合うまちづくり 　３．社会参加できるまちづくり

（１）障がい理解の促進 （１）外出支援・情報コミュニケーションの促進

①障がい特性の理解促進 ①外出支援の充実

②心のバリアフリー・相互交流の推進 ②情報保障・コミュニケーション支援の強化

③福祉に関する教育の推進 （２）就労支援の充実

（２）権利擁護の推進 ①一般就労の推進

①差別の解消 ②福祉的就労の充実

②虐待の防止 （３）教育・療育支援の充実

③権利の擁護 ①療育支援体制の充実

（３）福祉を担う人づくり ②インクルーシブ教育システムの推進

①人材の育成 ③家庭・教育・福祉の連携

②人材の確保 （４）スポーツ・文化芸術活動等の促進

（４）地域生活の支援促進 ①スポーツ活動の推進

①地域福祉の推進 ②文化芸術活動の推進

②地域生活への移行推進 ③余暇・レクリエーションの推進

③地域生活支援拠点等の機能充実 総計（再掲含む）

２．安全で安心して暮らすことができるまちづくり 総計（再掲含まない）

（１）生活環境の整備促進

①バリアフリー化の推進

②住環境の整備推進

③防犯対策・交通安全対策の推進

（２）福祉サービスの充実

①相談支援体制の充実

②障がい福祉サービス等の充実

③生活支援サービスの充実

④重度障がい及び医療的ケア児者への支援強化

（３）医療体制の充実

①障がいの原因となる疾病の予防、早期発見、治療の推進

②医療・リハビリテーション体制の充実

（４）災害対策等の推進

①防災対策の推進

②災害対策の強化

③感染症対策の強化

基本目標・基本施策・施策項目 頁 基本目標・基本施策・施策項目 頁

27,297 23,183 23,675 P1-P2
77,846 74,433 77,641 P17-P18

22,374 19,613 24,036 P19

17,180 18,878 18,520 P3

894,955 869,737 928,973 P20-P21

174,089 191,999 174,049 P4

18,158 18,505 18,099 P22

171,215 158,419 166,311 P5-P6

2,351,513 2,329,209 1,972,249 P7-P8

18,695,528 18,695,581 20,359,958 P9-P12

2,583,227 2,697,236 2,789,334 P13-P14

31,658 26,868 170,797 P15-P16



障がい者福祉関連施策　【令和６年度実績 及び 令和７年度計画】

№ 施策の柱 事　業　名 担当課名
①R6年度
当初予算

(単位：千円)

②R6年度
決算

(単位：千円)

③R7年度
当初予算

(単位：千円)
R6年度事業の成果 R7年度事業の内容

1
基本目標１

【施策の柱（1）】
障がい理解の促進

障がい理解啓発事業 障がい福祉課
管理係

1,710 922 1,710

・ふれあい福祉体験
　　…派遣回数：７９回、受講者延べ人数４，８４３人
・あすチャレ！スクール
　　…参加者４７１人 （小学校１校、中学校３校）
・ボッチャ体験会　…参加者8９人
・高次脳機能障がいに関する理解啓発研修
　　…市職員向け（R6.9月）、事業所向け（R6.9月）、
　　　　市民向け※県共催（R7.1月）
・障がい者週間広報　…高次脳機能障がいパネル展示

障害者差別解消法の改正に伴い、事業者へ周知啓発を図
る。
民間事業所、学校等へ、福祉講話や車いす等の体験研修
の講師を派遣する。パラスポーツの体験会等を実施する。
高次脳機能障がいに関する理解啓発のため、市職員向け
研修等を実施する。

2
基本目標1

【施策の柱（1）】
障がい理解の促進

みやざき健康ふくしまつり
補助事業

福祉総務課
保健医療課 3,827 3,827 0

・開催日：令和6年11月3日
・場所：フローランテ宮崎
・参加団体：54団体
・来場者数：11,987人

令和６年度で廃止。

3
基本目標1

【施策の柱（1）】
障がい理解の促進

福祉団体イベント活動支援
事業 福祉総務課 2,000

新規事業のため成果なし。 福祉団体が市内で開催されるまつり・イベントに出展する際
や、市内でイベント等を開催する際の費用の一部を助成す
る。
①まつり・イベントへの出展　上限：50千円　補助率：2/3
②イベント等の開催　上限：200千円　補助率：2/3

4
基本目標１

【施策の柱（1）】
障がい理解の促進

人権啓発推進事業 総務法制課 2,650 2,420 2,390 

・人権啓発推進協議会の開催
令和6年7月　
令和5年度事業実績報告及び令和6年度事業計画の書面
報告、会員の新規加入について［書面会議］

・人権啓発強調月間に伴う啓発活動
令和6年7～8月
人権啓発ポスターの掲示、市広報誌による啓発

・ふれあい映画祭　
令和6年7月　宮崎市民文化ホール　大ホール
令和6年８月　佐土原総合文化センター　大ホール
人権擁護委員による講話、人権啓発アニメ作品の上映

・いきいきふれあいリレー啓発展
令和6年10月　宮崎市立図書館
人権啓発パネルの展示及び資料配付

・人権啓発推進事業（人権フォーラム）
児童虐待防止講演会「子どもたちの声に耳を傾ける」
テーマ：「学校や所属する団体に通えない子どもたちを助け
る方法について」
講師：宮武　将大氏（一般社団法人hito.toco　代表理事）
令和６年１１月　宮崎市民プラザ　ギャラリー

・人権週間・北朝鮮人権侵害問題啓発に伴う啓発活動
令和６年１２月
新聞（市政だより）による啓発

あらゆる差別のない社会の実現に向けて、全ての市民が人
権問題について正しい理解と認識を深めることができるよ
う、人権啓発に関する講演会や情報提供などの事業を行
う。

1 ページ



障がい者福祉関連施策　【令和６年度実績 及び 令和７年度計画】

№ 施策の柱 事　業　名 担当課名
①R6年度
当初予算

(単位：千円)

②R6年度
決算

(単位：千円)

③R7年度
当初予算

(単位：千円)
R6年度事業の成果 R7年度事業の内容

5
基本目標１

【施策の柱（1）】
障がい理解の促進

教職員研修運営事業 教育情報研修セン
ター

2,600 636 2,000

特別支援学級の担任や関係者に対して研修を実施すること
により、指導方法の工夫改善について理解を深め、実践的
指導力の向上を図った。

特別支援教育に関わる教職員や希望者を対象とした研修
を実施し、特別支援教育への理解を深め、指導力の向上を
図る。

6
基本目標1

【施策の柱（1）】
障がい理解の促進

公立公民館等学級講座開
設事業（社会教育講座開
設事業）

生涯学習課
地域コミュニティ
課
佐土原地域市民
福祉課
田野地域市民福
祉課
高岡地域市民福
祉課
清武地域市民福
祉課

16,078 14,946 15,151

社会教育講座の開・閉講式において、人権に関する講話を
実施。
また、手話や介護講座など福祉やボランティア関連の講座
を開催。

社会教育講座の開、閉講式において、人権に関する講話を
実施する。
また、障がい者や子ども、高齢者などが一緒に参加できる
「みんなで卓球バレー」の開講や、手話や介護講座など福
祉やボランティア関連の講座を開催する。
【予算内訳】
生涯学習課（478千円）
地域コミュニティ課（11,000千円）
佐土原地域市民福祉課（1,963千円）
田野地域市民福祉課（　450千円）
高岡地域市民福祉課（　388千円）
清武地域市民福祉課（　872千円）

7
基本目標１

【施策の柱（1）】
障がい理解の促進

さどわら健康ふくしまつり開
催支援事業

佐土原・地域市民
福祉課 275 275 275

開催日：令和6年12月8日
参加者数：1,500人
参加ボランティア数：21人
参加団体数：42団体

障がい者や福祉団体の活動に対し市民の理解を深め、地
域福祉の充実・発展を図るため、佐土原町域のボランティア
団体・福祉団体等が連携して実施する「さどわら健康ふくし
まつり」の開催支援を行う。実施主体である「さどわら健康
ふくしまつり実行委員会」に対し、運営費の一部を補助す
る。

8
基本目標１

【施策の柱（1）】
障がい理解の促進

たの健康ふくしまつり開催
支援事業

田野・地域市民福
祉課

157 157 149

※開催日時：令和6年11月17日（日）10:00～14:00
※開催場所：田野総合福祉館ふれあいセンター
※参加者総数：500人
※各種体験コーナー（高齢者・健康等）
　災害シミュレーション　福祉バザー
　グルメ　工作　ステージ（保育園　ボランティア団体等）
◆田野地域内の福祉や健康、保育に関わる各種団体で実
行委員会を構成し
イベントの企画から運営に携わることで、各団体の交流を深
めることができた。
◆中高生ボランティアや保育園児などの若年層から高齢者
の参加があり、
イベントの目的を多くの年代に周知することができた。

ともに支えあい安心して暮らせる地域社会の実現及び地域
住民の健康と福祉に対する理解を深めるため、各種団体で
構成された実行委員会が主催する「たの健康ふくしまつり」
の開催を支援する。
※開催予定日時：令和7年11月16日（日）10:00～
14:00
※開催場所：田野総合福祉館
※内容：多様な立場の人が関われるよう、実行委員会内で
の話し合いや地域のニーズの把握をもとに、交流、情報提
供などの企画を計画する

2 ページ



障がい者福祉関連施策　【令和６年度実績 及び 令和７年度計画】

№ 施策の柱 事　業　名 担当課名
①R6年度
当初予算

(単位：千円)

②R6年度
決算

(単位：千円)

③R7年度
当初予算

(単位：千円)
R6年度事業の成果 R7年度事業の内容

9
基本目標１

【施策の柱（2）】
権利擁護の推進

障がい者差別解消・虐待防
止対策事業

障がい福祉課
管理係

810 120 850

（障がい者差別）
相談件数：5件
（障がい者虐待）
通報件数：６２件
虐待認定件数：１０件

障がい者が安心して暮らすことができるようにするため、障
がい者に対する差別解消・虐待防止を行い、擁護を図る。

10
基本目標１

【施策の柱（2）】
権利擁護の推進

成年後見制度利用支援事
業

地域包括ケア推進
課 2,870 3,756 2,870

令和6年度実績
後見開始の申立：1件
報酬助成件数：19件

身寄りがなく判断能力が不十分な知的障がい者の成年後
見制度の申立手続きや、申立手続きを行った場合に要する
費用の一部を助成する。また、後見人等への報酬の支払い
が困難な場合に報酬費用を助成する。

11
基本目標１

【施策の柱（2）】
権利擁護の推進

認知症高齢者等の権利擁
護体制整備事業

地域包括ケア推進
課 7,000 7,000 7,000

受任件数：38件
年度末受任件数：41件
新規受任件数：11件
市長申立て件数54件のうち、社協依頼件数10件

後見人受任者の拡大と安定した成年後見制度の利用を図
ることを目的に、法人後見業務及び市民後見人の養成を行
う権利擁護センターみやざきの運営費を助成する。

12
基本目標１

【施策の柱（2）】
権利擁護の推進

成年後見制度活用事業 健康支援課 6,500 8,002 7,800

成年後見等市長申立て件数：３件
後見等報酬の助成金交付件数：４０件

身寄りがなく判断能力が不十分であり、契約手続きや金銭
管理等が困難な精神障がい者の成年後見制度の利用を
支援するため、成年後見等開始の申し立て手続きを行い、
申し立てに必要な費用等を助成し、精神障がい者の権利擁
護を行う。

3 ページ



障がい者福祉関連施策　【令和６年度実績 及び 令和７年度計画】

№ 施策の柱 事　業　名 担当課名
①R6年度
当初予算

(単位：千円)

②R6年度
決算

(単位：千円)

③R7年度
当初予算

(単位：千円)
R6年度事業の成果 R7年度事業の内容

13
基本目標１

【施策の柱（3)】
福祉を担う人づくり

障がい者基幹相談支援・虐
待防止センター事業

障がい福祉課
生活支援係

148,189 166,498 148,189

相談支援事業所等を対象とした研修会開催数：年7回
相談支援事業者に対する訪問等による指導・助言件数：
502件

障がい者基幹相談支援・虐待防止センターが実施する研修
や、施設等への訪問による支援を通して、障がい者施設等
の職員の資質向上を図る。

14
基本目標１

【施策の柱（3)】
福祉を担う人づくり

宮崎市自立支援協議会活
動推進事業

障がい福祉課
生活支援係

700 301 660

専門部会の会議及び研修会開催数：82回
【内訳】　
就労支援（14回）、医ケア支援（10回）、子ども支援（11
回）、暮らし支援（12回）、地域移行支援（13回）、相談支
援（10回）、障がい理解啓発（12回）

宮崎市自立支援協議会の活動や、各部会が実施する研修
等を通して、障がい福祉に携わる職員等の資質の向上を図
る。

15
基本目標１

【施策の柱（3)】
福祉を担う人づくり

地域活動支援センターⅠ
型事業

障がい福祉課
生活支援係 25,200 25,200 25,200

ピアスタッフ数：11人
延べピア相談：323件（ピアスタッフによる活動）

障がい者自らがカウンセリングを行う相談員（ピアスタッフ）
として、障がい者及びその家族の悩みを共有することや障が
い者及びピアスタッフ自身の自立と社会参加の促進並びに
ピアスタッフの育成を図る。

16
基本目標１

【施策の柱（3)】
福祉を担う人づくり

障がい福祉サービス事業
所等の処遇改善の促進

障がい福祉課
審査給付係 経費なし 経費なし 経費なし

【処遇改善加算】取得事業所数:643事業所 福祉・介護職員等の賃金改善、資質向上及びキャリア形成
を行うことができる労働環境を整備することを目的とした処
遇改善加算等の取得を事業主に促すことにより、障がい福
祉サービス事業所等の労働環境の改善を行う。

17
基本目標１

【施策の柱（3)】
福祉を担う人づくり

集団指導の実施 障がい福祉課
指導監査課 経費なし 経費なし 経費なし

国の要領改正に伴いホームページによる動画の配信等によ
り実施した。
参加事業所589サービス事業所、延べ参加者635人

障がい福祉サービス等事業者が適切なサービスを提供す
るために必要な情報(遵守すべき法令の内容、各種サービ
ス提供の取り扱い、給付費請求に関する事項等)を伝達す
ることを目的として集団指導を実施する。

4 ページ



障がい者福祉関連施策　【令和６年度実績 及び 令和７年度計画】

№ 施策の柱 事　業　名 担当課名
①R6年度
当初予算

(単位：千円)

②R6年度
決算

(単位：千円)

③R7年度
当初予算

(単位：千円)
R6年度事業の成果 R7年度事業の内容

18
基本目標１

【施策の柱（4)】
地域生活の支援促進

地域活動支援センターⅢ
型事業

障がい福祉課
生活支援係 16,308 8,855 11,196

延べ利用者数：929人 通所により、障がい者に創作的活動又は生産活動の機会
の提供、社会との交流の促進等の便宜を提供する地域活
動支援センターⅢ型に対しその活動に要する費用の一部を
助成する。

19
基本目標１

【施策の柱（4)】
地域生活の支援促進

地域生活支援給付事業
（福祉ホーム運営支援事
業）

障がい福祉課
審査給付係 8,120 7,562 8,120

延べ利用者数：2４４人、実利用者数：２１人 障がい者福祉ホームの運営費を補助し、地域で日常生活を
送るための支援を行う。

20
基本目標１

【施策の柱（4)】
地域生活の支援促進

障がい福祉サービス事業
（自立生活援助）

障がい福祉課
審査給付係

1,083 577 322 

延べ利用者数：３１人、実利用者数：５人 障がい者支援施設等から一人暮らしへの移行を希望する
知的障がい者や精神障がい者などについて、一定の期間
にわたり、定期的な巡回訪問や随時の対応により、障がい
者の理解力、生活力等を補う観点から、適時のタイミングで
適切な支援を行う。

21
基本目標１

【施策の柱（4)】
地域生活の支援促進

総合福祉相談補助事業 福祉総務課 977 977 977

実施主体：市社会福祉協議会
令和６年度実績
相談件数　５９３件

日常生活の中で悩み等を気軽に相談できる窓口を設ける。
また複雑な内容の相談にも対応できるように弁護士による
相談を行う。　

22
基本目標１

【施策の柱（4)】
地域生活の支援促進

地域福祉活動推進補助事
業 福祉総務課 54,361 53,768 56,263

地域福祉推進を担う地区社会福祉協議会への活動支援を
行う市社会福祉協議会に対して補助を行った。
令和７年3月現在：地区社協19ヵ所

障がい者・高齢者等が地域の中で生きがいをもって満足し
た生活を送ることができるよう、見守り活動や各種のイベン
トを実施している地区社協に対して支援を行う。

23
基本目標１

【施策の柱（4)】
地域生活の支援促進

生活困窮者家計改善支援
事業 福祉総務課 11,400 11,351 11,400

相談件数：２００件、利用申込件数：１３６件 生活困窮世帯及び生活保護受給世帯の抱える家計の問題
を「見える化」し、家計の視点から支援を行うことで、自身の
家計を管理する力を高め、生活の再建を目指していく。

24
基本目標１

【施策の柱（4)】
地域生活の支援促進

生活困窮者
自立相談支援事業 福祉総務課 40,400 38,663 40,400

相談件数：１，１７９件、利用申込件数：２４５件 「宮崎市自立相談支援センター“これから”」を設置し、経済
的に困窮し複合的な課題を抱える生活困窮者の相談を受
け、自立へ向けての支援施策へつなげる。

25
基本目標１

【施策の柱（4)】
地域生活の支援促進

宮崎市民活動センターの運
営 文化・市民活動課 27,000 27,000 27,300

年間利用者数：23,646人、年間利用団体数：9,363団体 ボランティア活動等の市民活動を総合的に支援するため、
宮崎市民活動センターを宮崎市民プラザに設置し、ＮＰＯ法
人が管理運営を行う。

26
基本目標１

【施策の柱（4)】
地域生活の支援促進

市民活動保険の運営 文化・市民活動課 2,092 419 916

安心して市民活動に取り組める環境の整備を行った。
令和6年度の給付件数：傷害事故0件、賠償事故1件

ボランティア活動等の市民活動に市民が安心して参加でき
る環境づくりを行うため、活動中の万一の事故に備え、活動
保険を運営する。

27
基本目標１

【施策の柱（4)】
地域生活の支援促進

宮崎市市民活動推進委員
会の開催 文化・市民活動課 334 126 396

市民活動支援補助金交付に関する審査、市民活動推進に
関する事項についての協議を行った。

同委員会を設置し、市民活動の推進について、調査審議を
行う。

28
基本目標１

【施策の柱（4)】
地域生活の支援促進

宮崎市市民活動支援基金
積立事業 文化・市民活動課 940 4,330 821

R5.1月～R5.12月の寄附金額（464千円）に市が同額を
上乗せし、合計4,330千円を基金に積み立てた。（内
3,362千円はNPO解散に伴う残余財産譲渡、40千円は利
子）

市民活動を財政面で支援するため、市民活動に対する市民
からの寄附金の積み立てを行う。

29
基本目標１

【施策の柱（4)】
地域生活の支援促進

宮崎市市民活動支援基金
活用事業 文化・市民活動課 3,000 2,394 3,000

9事業に計2,393,974円の市民活動支援補助金を交付し
た。

宮崎市市民活動支援基金を活用して市民活動を財政的に
支援する補助事業を実施する。
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障がい者福祉関連施策　【令和６年度実績 及び 令和７年度計画】

№ 施策の柱 事　業　名 担当課名
①R6年度
当初予算

(単位：千円)

②R6年度
決算

(単位：千円)

③R7年度
当初予算

(単位：千円)
R6年度事業の成果 R7年度事業の内容

30
基本目標１

【施策の柱（4)】
地域生活の支援促進

精神保健福祉対策強化事
業 健康支援課 5,200 2,397 5,200

措置入院関係業務　申請･通報･届出件数：95件
措置入院者退院後支援事業　　計画書交付者数：18人
（※）
※R6年度分は未確定のため、R5年度分を記載
面接相談　　延人数：242人
電話相談　　延人数：4,768人
定期相談　　実人数：46人
訪問指導　　延人数：504人
メール相談　延人数：13人
精神障がい者家族教室（6回）　参加者延人数：79人
精神科病院実地指導　実施施設数：10か所

精神障がい者や家族を対象に訪問指導、電話・面接相談、
家族教室等を実施することで、精神障がい者に対する疾病
の理解、自立の支援、地域移行の促進を図る。
また、入院時から退院後までの切れ目ない支援体制を構築
するために、令和2年度から措置入院等に関する業務を県
から市に権限移譲している。
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障がい者福祉関連施策　【令和６年度実績 及び 令和７年度計画】

№ 施策の柱 事　業　名 担当課名
①R6年度
当初予算

(単位：千円)

②R6年度
決算

(単位：千円)

③R7年度
当初予算

(単位：千円)
R6年度事業の成果 R7年度事業の内容

31
基本目標2

【施策の柱（1)】
生活環境の整備促進

重度障がい者住宅改修費
助成事業

障がい福祉課
生活支援係

4,600 6,700 4,600

補助人数：25人
改修箇所：42箇所

在宅の重度身体障がい者・児又は障がい者等の介護にあ
たる家族が段差解消など住環境の改善を行う場合、それに
要する費用の一部を助成する。

32
基本目標2

【施策の柱（1)】
生活環境の整備促進

消費者行政推進事業
(消費生活出前講座） 産業政策課 58 14 28 

悪質商法に対する注意喚起や対処方法などの知識を持っ
てもらうため、職員や講師が地域等に出向いて講座を実施
した。実施回数：28回（603人）

悪質商法に対する注意喚起や対処方法などの知識を持っ
てもらうため、職員や講師が地域等に出向いて講座を実施
する。

33
基本目標2

【施策の柱（1)】
生活環境の整備促進

消費者行政推進事業
(宮崎市消費者トラブル防
止ネットワーク会議）

産業政策課 7 0 7

・令和6年1１月1２日(火)に宮崎市消費者トラブル防止ネッ
トワーク会議を開催した。
・関係団体等に対し、消費者トラブルに関する情報を提供し
た。
令和６年度実績：４回

高齢者や障がい者などへの消費者トラブルの未然防止、早
期発見、早期対応を実現するため、関係団体により会議を
構成。市消費生活センターに寄せられた最新の情報等を関
係団体等へ随時配信する。

34
基本目標2

【施策の柱（1)】
生活環境の整備促進

交通弱者交通安全教室事
業 地域安全課 1,862 1,862 1,492

交通弱者である高齢者、幼児、障がい者に対し、対象者向
けの交通安全教室を実施した（委託事業）。
・障がい者対象 5回 ・高齢者対象 474回 ・幼児対象 
214回

高齢者や幼児、障がい者の交通弱者の交通安全意識を高
めるため、交通安全教室を開催して交通ルール等の理解を
深め、交通事故の被害防止に努める。

35
基本目標2

【施策の柱（1)】
生活環境の整備促進

バリアフリー建築物推進事
業 建築行政課 400 74 504

（市民意見設計反映）
・令和6年度の意見聴取対象施設１件
　（宮崎市新庁舎）

市管理施設を整備する際に、高齢者や障がい者等の委員
で構成する「バリアフリー検討会」の意見を設計に取り入れ
ることにより、誰もが利用しやすい施設整備をめざす。
また、市ホームページ等により、バリアフリー建築物の優れた
事例等を掲載し、広く周知、啓発を図る。
（予定施設：児童相談所）

36
基本目標2

【施策の柱（1)】
生活環境の整備促進

セーフティネット住宅登録
制度 住宅課 経費なし 経費なし 経費なし

障がい者等の入居の円滑化、住生活の安定の確保を支援
するための、セーフティネット住宅の登録の審査等を行った。
新規登録戸数　52戸（総登録戸数　3602戸）

障がい者等の入居の円滑化、住生活の安定の確保を支援
するための、セーフティネット住宅の登録の審査等を行う。

37
基本目標2

【施策の柱（1)】
生活環境の整備促進

公園等事業 公園緑地課 317,297 233,861 372,425

ノーマライゼーションやバリアフリーの理念を尊重し、障がい
者や高齢者、さらには子どもたちに配慮した安全で快適な
公園等の充実・整備を図った。

ノーマライゼーションやバリアフリーの理念を尊重し、障がい
者や高齢者、さらには子どもたちに配慮した安全で快適な
公園等の充実・整備を図る。

38
基本目標2

【施策の柱（1)】
生活環境の整備促進

街路事業 市街地整備課 1,284,772 1,176,470 777,493

宮崎駅東通線(2・3工区)の道路改良工事を実施。（事業
継続中）
その他、用地買収、用地補償を行った。（事業継続中）

○街路事業
　安全で快適な都市生活と機能的な都市活動に寄与するこ
とを目的とし、円滑な交通の確保、豊かな公共空間を備え
た良好な市街地の整備を行う。
　また、都市計画道路の整備に伴い、各路線の事業進捗に
応じて、適宜、視覚障がい者誘導ブロックの設置を行う。

39
基本目標2

【施策の柱（1)】
生活環境の整備促進

道路改良事業 土木課 726,517 895,279 799,900

大島線２工区、小松平岩線２工区等の道路改良事業等を
実施。

○道路改良事業
　交通の円滑化を図るとともに歩行者等の安全を確保する
ために、現道の拡幅や線形改良を行うことにより、幹線道路
や生活道路などの整備を行う。
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障がい者福祉関連施策　【令和６年度実績 及び 令和７年度計画】

№ 施策の柱 事　業　名 担当課名
①R6年度
当初予算

(単位：千円)

②R6年度
決算

(単位：千円)

③R7年度
当初予算

(単位：千円)
R6年度事業の成果 R7年度事業の内容

40
基本目標2

【施策の柱（1)】
生活環境の整備促進

特別支援教育バリアフリー
化整備事業 学校教育課 3,900 2,935 3,900

下肢等に障がいのある児童・生徒が安心・安全で円滑な学
校生活を送れるようにするため、トイレの改修や段差解消等
の整備を行った。
【整備校：10校(13か所)】
宮崎港小(1)、広瀬小(3)、東大宮小(1)、住吉小(1)、西池
小(1)、七野小(1)、宮崎東中(1)、赤江中(1)、東大宮中
(2)、田野中(1)

下肢等に障がいのある児童・生徒が安心・安全で円滑な学
校生活を送れるようにするため、段差解消や障がい者トイレ
の軽微な整備等を行う。

41
基本目標2

【施策の柱（1)】
生活環境の整備促進

特定交通安全施設整備事
業

佐土原・農林建設
課

10,000 10,000 10,000

○特定交通安全施設整備
　カーブミラー、区画線、ガードレールの設置及び補修を行っ
た。

○特定交通安全施設整備
　交通事故の防止を図り、併せて交通の円滑化に資するた
め、交通事故が多発している道路、その他緊急に交通安全
を確保する必要がある道路について交通環境の改善を行
う。

42
基本目標2

【施策の柱（1)】
生活環境の整備促進

特定交通安全施設整備事
業 高岡・農林建設課 2,100 2,014 1,900

○特定交通安全施設整備
　安全施設（カーブミラー・ガードレール・転落防止柵等）の
設置を行った。

○交通安全施設整備
　交通安全対策として、道路反射鏡、防護柵、区画線設置な
ど施設整備を行い、幹線道路や生活道路の整備を行う。
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障がい者福祉関連施策　【令和６年度実績 及び 令和７年度計画】

№ 施策の柱 事　業　名 担当課名
①R6年度
当初予算

(単位：千円)

②R6年度
決算

(単位：千円)

③R7年度
当初予算

(単位：千円)
R6年度事業の成果 R7年度事業の内容

43
基本目標2

【施策の柱（2)】
福祉サービスの充実

特別障がい者手当等給付
事業

障がい福祉課
医療福祉係 270,000 286,286 304,300

受給者数：1,069人(R7.3月末） 在宅の重度障がい者（児）で、日常生活において常時特別
の介護を必要とする人に手当を支給する。

44
基本目標2

【施策の柱（2)】
福祉サービスの充実

重度障がい者介護金支給
事業

障がい福祉課
医療福祉係

2,500 1,780 1,980

受給者数：29人(R7.3月末） 在宅の重度障がい者と生計を共にし、介護している者に手
当を支給することにより介護に要する費用の軽減を図るとと
もに、その家庭の福祉の向上を図る。

45
基本目標2

【施策の柱（2)】
福祉サービスの充実

重度身体障がい者福祉電
話料金助成事業

障がい福祉課
医療福祉係 43 21 42

設置台数：1台（R7.3月末） 外出困難な在宅の重度障がい者の連絡手段を確保するた
め、福祉電話を貸与し基本料金を助成する。

46
基本目標2

【施策の柱（2)】
福祉サービスの充実

【再掲】
地域活動支援センターⅠ
型事業

障がい福祉課
生活支援係

25,200 25,200 25,200

延べ利用者数：9,430人
延べ相談件数：2,306件
延べピア相談：323件（ピアスタッフによる活動）

通所により、障がい者に創作的活動又は生産活動の機会
の提供、社会との交流の促進等の便宜を提供することに加
え、障がい者自らがピアスタッフとして障がい者やその家族
の悩みを共有することで、障がい者やピアスタッフ自身の自
立や社会参加の促進を図る。

47
基本目標2

【施策の柱（2)】
福祉サービスの充実

【再掲】
障がい者基幹相談支援・虐
待防止センター事業

障がい福祉課
生活支援係 148,189 166,498 148,189

延べ総合相談支援件数：8,086件
巡回支援専門員による延べ相談支援件数：238件

障がい児・者が自立した日常生活または社会生活を営むこ
とができるよう利用者の状況等に応じた支援を実施する。ま
た、障がい者等の福祉の増進を図るための取り組みや障が
い者等の虐待の防止及びその早期発見のための関係機関
との連絡調整その他の障がい者等の権利擁護のための必
要な援助を行う。

48
基本目標2

【施策の柱（2)】
福祉サービスの充実

軽度・中等度難聴児補聴
器購入費等助成事業

障がい福祉課
生活支援係 600 852 600

購入：9件
修理：9件

身体障がい者手帳の交付対象とならない軽度または中等
度の難聴児の言語能力の発達やコミュニケーション能力の
向上等を図ることを目的に、補聴器の購入及び修理費用の
一部を助成する。

49
基本目標2

【施策の柱（2)】
福祉サービスの充実

補装具費支給事業 障がい福祉課
生活支援係

109,000 126,000 114,000

支給決定件数
障がい者：875件（うち購入560件）
障がい児：242件（うち購入191件）

障がい者が日常生活を送る上で必要な移動等の確保や、
就労場面における能率の向上を図ること及び障がい児が
将来、社会人として独立自活するための素地の育成を目的
として、身体機能を補完・代替する用具の購入又は修理に
要した費用の一部又は全部を支給する。

50
基本目標2

【施策の柱（2)】
福祉サービスの充実

視覚障がい者鍼灸マッサー
ジ業支援事業

障がい福祉課
生活支援係 400 600 400

新規開設：2件 視覚障がい者の施術業の奨励と育成を図り、福祉の増進に
資することを目的として行う鍼灸マッサージ業における施術
室の新規開設又は開設後の施術用治療器整備に要した費
用の一部を助成する。

51
基本目標2

【施策の柱（2)】
福祉サービスの充実

日常生活用具給付事業 障がい福祉課
生活支援係

117,000 115,893 133,000

決定件数：10,517件
小児慢性特定疾患児決定件数：8件

障がい児・者および難病患者等に対して日常生活用具を給
付することにより、日常生活の便宜やその福祉の増進を図
る。

52
基本目標2

【施策の柱（2)】
福祉サービスの充実

福祉機器等リサイクル推進
事業　

障がい福祉課
生活支援係 2,410 2,410 2,410

受領件数：192件
提供件数：177件

市民より不要となった車椅子やベッド等の福祉機器等を譲
り受け、消毒及び必要な修理を行い、福祉機器購入助成を
受けることができない障がい者等に提供を行う。（消毒費・
運搬費等の自己負担あり）

53
基本目標2

【施策の柱（2)】
福祉サービスの充実

自立支援給付費等審査支
払事務委託事業

障がい福祉課
審査給付係 15,300 16,488 16,300

宮崎県国民健康保険団体連合会及び社会保険診療報酬
支払基金へ委託して実施。

障がい者総合支援法の規定により、障がい福祉サービス費
等の支払事務を国民健康保険団体連合会に委託。
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障がい者福祉関連施策　【令和６年度実績 及び 令和７年度計画】

№ 施策の柱 事　業　名 担当課名
①R6年度
当初予算

(単位：千円)

②R6年度
決算

(単位：千円)

③R7年度
当初予算

(単位：千円)
R6年度事業の成果 R7年度事業の内容

54
基本目標2

【施策の柱（2)】
福祉サービスの充実

障がい福祉サービス事業
（生活介護）

障がい福祉課
審査給付係

3,219,399 3,156,892 3,372,782

延べ利用者数：12,４９６人、実利用者数：1,１１８人 障がい者支援施設等において、常に介護を必要とする障が
い者に対し、昼間、入浴、排せつ、食事の介護等を行うととも
に生産活動の機会を提供する。

55
基本目標2

【施策の柱（2)】
福祉サービスの充実

障がい福祉サービス事業
（施設入所支援）

障がい福祉課
審査給付係

725,732 857,010 927,504

延べ利用者数：４,９９２人、実利用者数：４４４人 障がい者支援施設において、主として夜間に入浴、排せつ
又は食事の介護、生活等に関する相談及び助言その他の
必要な日常生活上の支援を行う。

56
基本目標2

【施策の柱（2)】
福祉サービスの充実

障がい福祉サービス事業
（就労移行支援）

障がい福祉課
審査給付係

470,599 542,669 586,354

延べ利用者数：３,０３１人、実利用者数：４３６人 一般企業等への就労を希望する65歳未満の障がい者に、
一定期間、就労に必要な知識及び能力の向上のために必
要な訓練を行う。

57
基本目標2

【施策の柱（2)】
福祉サービスの充実

障がい福祉サービス事業
（就労継続支援）

障がい福祉課
審査給付係

2,511,670 2,526,597 2,704,110

延べ利用者数：1８,２２８人、実利用者数：1,８７９人 一般企業等での就労が困難な障がい者に、働く場を提供す
るとともに、知識及び能力の向上のために必要な訓練を行
う。

58
基本目標2

【施策の柱（2)】
福祉サービスの充実

障がい福祉サービス事業
（自立訓練）

障がい福祉課
審査給付係

263,670 167,970 192,053

延べ利用者数：1,２９６人、実利用者数：１７６人 自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、
身体機能又は生活能力の向上のために必要な訓練を行
う。

59
基本目標2

【施策の柱（2)】
福祉サービスの充実

障がい福祉サービス事業
（共同生活援助（グループ
ホーム））

障がい福祉課
審査給付係

1,262,981 1,141,621 1,221,003

延べ利用者数：5,９９７人、実利用者数：６０５人 地域で共同生活を営むのに支障のない障がい者に対し、主
として夜間において、共同生活を営むべき住居において相
談その他の日常生活上の援助を行う。

60
基本目標2

【施策の柱（2)】
福祉サービスの充実

障がい福祉サービス事業
（相談支援）

障がい福祉課
審査給付係 266,501 283,248 307,718

延べ利用者数：1５,605人、実利用者数：4,４２０人 居宅介護などの障がい福祉サービスを利用する障がい児・
者に対し、サービス等利用計画の作成を行う。

61
基本目標2

【施策の柱（2)】
福祉サービスの充実

障がい児通所支援事業
（児童発達支援）

障がい福祉課
審査給付係 674,875 706,397 776,919

延べ利用者数：3,６９１人、実利用者数：38４人 未就学の障がい児に対し、日常生活における基本的な動作
の指導や知識技能の付与、集団生活への適応訓練を行う。

62
基本目標2

【施策の柱（2)】
福祉サービスの充実

障がい児通所支援事業
（放課後等デイサービス）

障がい福祉課
審査給付係

2,233,748 2,242,490 2,521,241

延べ利用者数：1５,１７８人、実利用者数：1,４４２人 就学中の障がい児に対し、授業の終了後又は休業日に、生
活能力の向上のために必要な訓練、社会との交流の促進
などを行う。

63
基本目標2

【施策の柱（2)】
福祉サービスの充実

障がい児通所支援事業
（障がい児相談支援）

障がい福祉課
審査給付係

85,230 101,431 112,133

延べ利用者数：５,２５7人、実利用者数：1,８８３人 児童発達支援や放課後等デイサービスなどの障がい児通
所支援を利用する障がい児に対し、障がい児支援利用計
画の作成を行う。

64
基本目標2

【施策の柱（2)】
福祉サービスの充実

障がい児通所支援事業
（保育所等訪問支援）

障がい福祉課
審査給付係

75,724 49,310 52,584

延べ利用者数：１，０７０人、実利用者数：１４２人 保育所等を訪問し、障がい児に対して、障がい児以外の児
童との集団生活への適応のための専門的な支援その他必
要な支援を行う。

65
基本目標2

【施策の柱（2)】
福祉サービスの充実

地域生活支援事業「必須」
（外出介護）

障がい福祉課
審査給付係 143,661 133,053 149,687

延べ利用者数：5,333人 障がい者等が円滑に外出することができるよう、ガイドヘル
パーを派遣して障がい者等の外出を支援する。

66
基本目標2

【施策の柱（2)】
福祉サービスの充実

地域生活支援事業「必須」
（地域活動支援センターⅡ
型）

障がい福祉課
審査給付係

41,861 34,055 32,499

延べ利用者数：302人 障がい者等に日常生活における基本的な動作や集団生活
への適応訓練及び自立促進や生活の質の向上を図るため
の創作的活動・機能訓練を行う。
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障がい者福祉関連施策　【令和６年度実績 及び 令和７年度計画】

№ 施策の柱 事　業　名 担当課名
①R6年度
当初予算

(単位：千円)

②R6年度
決算

(単位：千円)

③R7年度
当初予算

(単位：千円)
R6年度事業の成果 R7年度事業の内容

67
基本目標2

【施策の柱（2)】
福祉サービスの充実

地域生活支援事業「選択」
（訪問入浴サービス）

障がい福祉課
審査給付係 36,801 31,739 37,553

延べ利用者数：394人 家庭において入浴することが困難な重度障がい児・者に対
し、入浴車を派遣し、入浴サービスを行う。

68
基本目標2

【施策の柱（2)】
福祉サービスの充実

地域生活支援事業「選択」
（日中一時支援）

障がい福祉課
審査給付係

301,698 289,836 304,586

延べ利用者数：6,941人 日中に障がい児・者の一時的な見守り及び活動の場の確
保並びに日常的な介護者の一時的な休息の確保等の支援
を行う。

69
基本目標2

【施策の柱（2)】
福祉サービスの充実

障がい福祉サービス事業
（居宅介護）

障がい福祉課
審査給付係 1,573,393 1,804,314 2,046,184

延べ利用者数：９,６０３人、実利用者数：１，０２４人 在宅の障がい児・者のいる家庭にホームヘルパーを派遣
し、自宅で入浴、排せつ、食事の介護等を行う。

70
基本目標2

【施策の柱（2)】
福祉サービスの充実

 障がい福祉サービス事業
（重度訪問介護）

障がい福祉課
審査給付係

442,332 406,719 441,874

延べ利用者数：３１０人、実利用者数：２９人 重度の肢体不自由者で、常に介護を必要とする人にホーム
ヘルパーを派遣し、自宅で、入浴、排せつ、食事の介護、外
出時における移動支援などを行う。

71
基本目標2

【施策の柱（2)】
福祉サービスの充実

障がい福祉サービス事業
（同行援護）

障がい福祉課
審査給付係

170,796 191,621 205,016

延べ利用者数：2,４５２人、実利用者数：2４1人 重度の視覚障がいにより移動に著しい困難を有する障がい
者にヘルパーを派遣し、移動時及びそれに伴う外出先にお
いて必要な支援・援助を行う。

72
基本目標2

【施策の柱（2)】
福祉サービスの充実

障がい福祉サービス事業
（行動援護）

障がい福祉課
審査給付係

7,461 4,931 4,755

延べ利用者数：６２人、実利用者数：８人 行動上著しい困難を有し、常に介護を必要とする人に、行動
する際に生じ得る危険を回避するために必要な援護や外出
時における移動支援などを行う。

73
基本目標2

【施策の柱（2)】
福祉サービスの充実

障がい福祉サービス事業
（短期入所）

障がい福祉課
審査給付係 459,828 396,470 423,575

延べ利用者数：４,５１６人、実利用者数：６０２人 介護者の都合により障がい児・者が居宅で介護を受けるこ
とができない場合、宿泊を伴う一時的な預かりを行う。

74
基本目標2

【施策の柱（2)】
福祉サービスの充実

障がい福祉サービス事業
（療養介護）

障がい福祉課
審査給付係 372,073 286,484 391,495

延べ利用者数：1,0８０人、実利用者数：１０３人 医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、
療養上の管理、看護、介護及び日常生活の世話を行う。

75
基本目標2

【施策の柱（2)】
福祉サービスの充実

障がい福祉サービス事業
（就労定着支援） 

障がい福祉課
審査給付係 20,324 26,592 30,224 

延べ利用者数：８４２人、実利用者数：１１４人 就労に伴う生活面の課題に対応できるよう、事業所・家族と
の連絡調整等の支援を一定の期間にわたり行う。

76
基本目標2

【施策の柱（2)】
福祉サービスの充実

障がい児通所支援事業
（居宅訪問型児童発達支
援）

障がい福祉課
審査給付係

4,826 256 0 

延べ利用者数：２人、実利用者数：1人 重度の障がい等の状態にある障がい児であって、障がい児
通所支援を利用するために外出することが著しく困難な障
がい児に発達支援が提供できるよう、障がい児の居宅を訪
問して発達支援を行う。
※予算は児童発達支援に統合。

77
基本目標2

【施策の柱（2)】
福祉サービスの充実

障がい者総合支援福祉
サービス事業

障がい福祉課
区分認定係 17,000 15,645 16,800

障がい支援区分認定審査会の開催。
開催：71回
審査件数：1,440件

宮崎市障がい支援区分認定審査会を運営し、障がい支援
区分の認定を行う。

78
基本目標2

【施策の柱（2)】
福祉サービスの充実

医療的ケア児在宅レスパイ
ト事業

障がい福祉課
生活支援係

7,260 1,403 5,445

登録訪問看護事業所：7事業所
利用者数：9人
利用時間：183時間

在宅の医療的ケア児の看護や介護を行う家族の負担軽減
を図るため、医療保険の適用を超える自宅利用や医療保険
の適用外となる自宅以外での訪問看護を提供する。

79
基本目標2

【施策の柱（2)】
福祉サービスの充実

生活支援配食サービス事
業

地域包括ケア推進
課

37,443 31,172 37,443

見守りや軽度の支援を必要とする高齢者等を対象に実施。
年度末登録者数：179人
延べ配食数：39,202食

在宅で生活する概ね65歳以上の高齢者及びそれに準ずる
者で見守りや声掛け、軽度な支援が必要な高齢者にサービ
スを提供することにより、被保険者が要介護状態となること
の予防や要介護状態等にある場合も重度化を防ぎ、もって
在宅生活の維持継続と自立支援に資する。
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障がい者福祉関連施策　【令和６年度実績 及び 令和７年度計画】
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R6年度事業の成果 R7年度事業の内容

80
基本目標2

【施策の柱（2)】
福祉サービスの充実

ひとり親家庭等医療費助
成事業 子育て支援課 298,000 303,391 299,000

ひとり親家庭等医療費助成資格世帯数　4,856世帯、受給
資格者数　11,846人、助成件数　109,346件 (令和7年3
月31日現在)

ひとり親家庭（父又は母と生計を同じくしていない家庭若し
くは父又は母が精神又は身体の障がいにより長期にわたっ
て労働能力を失っている家庭）の医療費の一部を助成（保
険診療の自己負担額から1人月額1,000円を控除した額）
することにより、ひとり親家庭の健康増進を図る。令和2年4
月から小中学生は自己負担額を無料とし、全額助成してい
る。

81
基本目標2

【施策の柱（2)】
福祉サービスの充実

児童扶養手当給付事業 子育て支援課 2,280,000 2,220,102 2,413,000

児童扶養手当受給権者4,499人、受給者4,055人（令和
7年3月31日現在）

父又は母と生計を同じくしていない児童（18歳に達する日
以後の最初の3月31日までの間にある者。特別児童扶養
手当を受給している障がい児は20歳未満）を監護・養育し
ている人に手当を支給し、児童の福祉の増進を図る。

82
基本目標2

【施策の柱（2)】
福祉サービスの充実

「家庭ごみ有料化」に伴う
一般廃棄物処理手数料の
減免

環境業務課 経費なし 経費なし 経費なし

一般廃棄物処理手数料減免認定世帯数８９世帯。 家庭ごみ有料化導入に当たり、低所得世帯で所定の条件
に該当する世帯に対し、「宮崎市指定ごみ袋」の一部支給
を行う。

83
基本目標2

【施策の柱（2)】
福祉サービスの充実

軽自動車税（種別割）減免 市民税課 経費なし 経費なし 経費なし
減免件数：５,230台 自立した日常生活又は社会生活ができるよう、障がい児・

者が利用する軽自動車等の税金を免除する。
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障がい者福祉関連施策　【令和６年度実績 及び 令和７年度計画】

№ 施策の柱 事　業　名 担当課名
①R6年度
当初予算

(単位：千円)

②R6年度
決算

(単位：千円)

③R7年度
当初予算

(単位：千円)
R6年度事業の成果 R7年度事業の内容

84
基本目標2

【施策の柱（3)】
医療体制の充実

重度心身障がい者医療費
助成事業

障がい福祉課
医療福祉係

911,904 951,450 1,011,203

重度心身障がい者（児）に対し、医療費を助成。
資格認定者：7,230人
受診件数：197,950人

重度の障がい児（者）に対し、医療費の一部を助成すること
により保健の向上及び福祉増進を図る。

85
基本目標2

【施策の柱（3)】
医療体制の充実

更生医療給付事業 障がい福祉課
医療福祉係

848,280 952,375 962,974

更生医療受給者の医療費負担を軽減した。
給付決定者数：2,122人

身体障がい者の日常生活能力の回復を図ることを目的とし
て、障がいを取り除いたり、程度を軽減したりする医療費の
全部または一部負担を行う。

86
基本目標2

【施策の柱（3)】
医療体制の充実

依存症関連問題改善活動
支援事業

障がい福祉課
生活支援係 1,200 0 900

実績なし アルコール関連問題、薬物依存症及びギャンブル等依存症
の理解を深め、適切な治療や支援、地域での生活を促進す
るため、民間団体が取り組む依存症についての周知、啓発、
相談にかかる費用を助成する。

87
基本目標2

【施策の柱（3)】
医療体制の充実

宮崎市総合福祉保健セン
ター指定管理事業 福祉総務課 87,604 87,604 88,470

令和6年度実績
施設利用者延べ人数：30,876人
障がい者浴室利用人数：815人
機能訓練室利用人数：6,861人

地域福祉活動の推進や、健康管理意識の啓発、また、障が
い者・高齢者等の福祉の増進を図るため、これらの業務に
広く精通している指定管理者により、施設の管理運営を行
う。

88
基本目標2

【施策の柱（3)】
医療体制の充実

妊産婦・新生児訪問事業 子ども家庭支援課 7,698 6,649 0

訪問指導延べ人数：5,660人、実利用者数：4,104人
※子ども家庭支援課、親子保健課の実績の合算

事業の見直しにより、一般社団法人宮崎県助産師会委託
分については、産後ケア事業に統合したため、当事業への
予算計上は行っていない。

89
基本目標2

【施策の柱（3)】
医療体制の充実

乳幼児発達相談事業 親子保健課 1,830 1,726 1,770

乳幼児発達相談（すこやかひろば）
実施回数：30回　延人数：235人、
実利用者数：181人
健診事後教室（ちびっこランド）
実施回数：34回　延人数：417人、
実利用者数：98人

発育・発達に遅れ等がみられる乳幼児に対して相談事業や
支援を行う。

90
基本目標2

【施策の柱（3)】
医療体制の充実

小児慢性特定疾病支援事
業 親子保健課 181,000 144,178 173,000

〇医療費助成
　受給者証保持者数：627件（R7.3.31現在）
　　うち新規：77件、転入：11件
〇自立支援事業
　相談支援　実人数：173人、延べ人数：201人
　手帳交付者数：78人

小児慢性特定疾病にかかっていることにより、長期にわたり
療養を必要とする児童の健全な育成を図るため、児童福祉
法に基づき、当該疾病の治療研究に必要な医療費の一部
を助成する。また、小児慢性特定疾病児童等自立支援員を
配置し、児童及びその家族からの相談に応じ関係機関との
連絡調整を行い、療養生活の質の向上を図る。

91
基本目標2

【施策の柱（3)】
医療体制の充実

宮崎市総合発達支援セン
ター指定管理料 親子保健課 508,237 508,237 513,457

延べ利用者数
診療部：21,517人
通所部：12,024人

障がいの早期発見及び早期療育と在宅の障がい児（者）
を支援するために、円滑な管理運営を行う。

92
基本目標2

【施策の柱（3)】
医療体制の充実

育成医療給付事業 親子保健課 9,400 8,565 9,500

身体に障がい等がある児童又は同程度の障がいを有する
児童で、その進行防止や現状改善の見込みがある者に対し
て、必要な医療費の給付を行った。
給付決定延べ件数：80件

身体に障がいのある児童に対し、生活の能力を得るために
必要な医療費の給付を行う。

93
基本目標2

【施策の柱（3)】
医療体制の充実

養育医療給付事業 親子保健課 20,000 30,379 22,000

身体の発育が未熟なまま出生した新生児に対し、入院養育
に必要な医療費の給付を行った。
給付決定件数（転院含む）：55件

入院することを必要とする未熟児に対し、その養育に必要な
医療費の給付を行う。
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障がい者福祉関連施策　【令和６年度実績 及び 令和７年度計画】

№ 施策の柱 事　業　名 担当課名
①R6年度
当初予算

(単位：千円)

②R6年度
決算

(単位：千円)

③R7年度
当初予算

(単位：千円)
R6年度事業の成果 R7年度事業の内容

94
基本目標2

【施策の柱（3)】
医療体制の充実

未熟児障がい児等支援事
業 親子保健課 74 73 60

・未熟児等支援教室
　　実施回数：5回　参加延人数　親：34人、子：36人

早産・低出生体重児や長期に治療を必要とする児とその保
護者に交流の場を提供し、専門職による相談・支援を行う。

95
基本目標2

【施策の柱（3)】
医療体制の充実

口腔保健支援センター委
託業務 健康支援課 6,000 6,000 6,000

・障がい者施設巡回口腔ケア指導
　施設数：2施設、利用者数：延べ127人
・障がい者施設健診
　施設数：13施設、利用者数：延べ290人

障がい者施設に出向き、口腔保健指導や個別歯磨き指導
を実施する。また、歯科疾患の早期発見を目的に歯科健診
を行い、受診勧奨を実施する。
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障がい者福祉関連施策　【令和６年度実績 及び 令和７年度計画】

№ 施策の柱 事　業　名 担当課名
①R6年度
当初予算

(単位：千円)

②R6年度
決算

(単位：千円)

③R7年度
当初予算

(単位：千円)
R6年度事業の成果 R7年度事業の内容

96
基本目標2

【施策の柱（4)】
災害対策等の推進

見守りネット台帳整備補助
事業 福祉総務課 1,000 1,000 850

市社会福祉協議会が行っている、各地区に住んでいる障が
い者・高齢者等の社会的弱者の状況を把握しておくための
見守りネット台帳の整備事業を支援した。
令和６年度末登録者数：6,385名

安否確認や生活支援が必要な在宅の障がい者・高齢者等
の現状を民生委員・児童委員による訪問により把握し、デー
タベース化している台帳整備事業を支援する。

97
基本目標2

【施策の柱（4)】
災害対策等の推進

災害時要配慮者避難支援
事業 福祉総務課 8,400 3,374 6,300

・避難行動要支援者名簿登載数　11,424人
　うち情報提供同意者数　8,038人
・個別避難計画作成対象者数　　8,038人
　うち計画作成数　　　2,400人（作成率29.9％）
・福祉避難所開設運営訓練等の実施
 R6.11.4 福祉避難所開設・運営訓練/R7.2.11 福祉避
難所体験会

高齢者や障がい者などの避難行動要支援者に対し個別避
難計画を作成する。
福祉避難所の量的確保やあり方を検討する。

98
基本目標2

【施策の柱（4)】
災害対策等の推進

災害情報配信事業 危機管理課 0 0 0

災害時において、迅速かつ確実な情報伝達手段を確保する
ため、コミュニティＦＭと連携し情報を配信する体制を構築
するとともに、情報を受信するため防災ラジオを45台販売し
た。

災害時において、迅速かつ確実な情報伝達手段を確保する
ため、情報を受信するための防災ラジオの有償配付等を行
う。

99
基本目標2

【施策の柱（4)】
災害対策等の推進

宮崎市地域防災計画見直
事業 危機管理課 経費なし 経費なし 経費なし

令和６年度における組織改編に伴う災害対策組織や分掌
事務及び関係法令等の改正に伴う記載内容や各対策部の
対応方針等の修正を行った。
また、「要配慮者対策」を災害時に効果的に実施できるよ
う、地域防災計画の見直し作業を行った。

関係法令等の改正に伴う修正を行うとともに、「要配慮者対
策」を災害時に効果的に実施できるよう、福祉避難所等適
宜見直し作業を行う。

100
基本目標2

【施策の柱（4)】
災害対策等の推進

防災対策費
(防災情報発信サービス利
用料)

危機管理課 2,277 2,277 2,762 

災害時における避難情報の発令や避難所の開設情報等を
各メディアへ速やかに一斉配信し、確実な情報伝達を行っ
た。
また、自治会総会や福祉団体の説明会等各イベントにおい
て防災アプリの普及を行い、市広報みやざきへの情報伝達
手段の掲載や、宮崎市内の各大学へ啓発を行った。

防災情報を各メディアへ一斉配信し、迅速かつ確実な情報
伝達を行うとともに、各イベント等での啓発に努める。
また、新年度事業の防災行政無線のクラウド化整備に伴
い、速やかに一斉配信できる媒体の追加を行う。

101
基本目標2

【施策の柱（4)】
災害対策等の推進

大規模災害時備蓄品整備
事業 危機管理課 15,000 15,651 19,520

災害時の避難者等の生活を支援するため、南海トラフ巨大
地震を想定した「宮崎市備蓄基本計画」に基づき、非常食
や飲料水等を市全域の備蓄倉庫等へ分散備蓄を行った。
また、避難所の停電時対策として、各総合支所、地域セン
ター、地域事務所にポータブル蓄電池を２台ずつ配備した。

災害時の避難者等の生活を支援するため、南海トラフ巨大
地震を想定した「宮崎市備蓄基本計画」に基づき、非常食
や飲料水、液体ミルク等を整備する。

102
基本目標2

【施策の柱（4)】
災害対策等の推進

総合防災訓練事業 危機管理課 1,200 785 6,000

防災関係機関相互の連携・協力体制の強化や、市民の防
災意識の高揚を図るため、令和6年11月4日に青島地域総
合センターを会場とし、避難訓練や防災展示などの防災関
係機関（3８団体参加）による防災訓練を実施した。併せて、
全自治会に訓練参加の案内をし、参加希望のあった自治会
ごとに避難行動訓練を実施した。

防災関係機関相互の連携・協力体制の強化や、市民の防
災意識の高揚を図るため、令和7年12月21日に大淀川市
民緑地をメイン会場として、避難訓練や防災展示などの防
災訓練を防災関係機関の協力のもと実施する。また、全自
治会において自治会ごとに避難訓練を実施する。

103
基本目標2

【施策の柱（4)】
災害対策等の推進

防災情報啓発事業 危機管理課 2,416 2,416 2,500

市民の防災意識の向上を図るため、宮崎ケーブルテレビ
(11チャンネル)及び宮崎サンシャインエフエム(76.1ＭＨｚ)
を活用し、防災情報番組を定期的に放送した。また、防災意
識の醸成を図るため、防災ハンドブックの更新を行った。

市民の防災意識の向上を図るため、宮崎ケーブルテレビ
（11チャンネル）及び宮崎サンシャインエフエム（76.1ＭＨ
ｚ）を活用し、防災情報番組を定期的に放送する。
防災ハンドブックの印刷及び周知を行う。

15 ページ



障がい者福祉関連施策　【令和６年度実績 及び 令和７年度計画】

№ 施策の柱 事　業　名 担当課名
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当初予算

(単位：千円)
R6年度事業の成果 R7年度事業の内容

104
基本目標2

【施策の柱（4)】
災害対策等の推進

避難所環境改善用備蓄品
緊急整備事業 危機管理課 131,500

新規事業のため成果なし。 長期の避難所生活による避難者の健康被害や災害関連死
を防ぐため、国の交付金を活用し、就寝環境など避難者の
環境改善に関する更なる備蓄を進める。

105
基本目標2

【施策の柱（4)】
災害対策等の推進

災害ボランティアセンター
設置・運営支援事業 文化・市民活動課 550 550 550

災害時ボランティアコーディネーター養成講座：4回
災害ボランティア設置・運営検討会議：3回
災害ボランティア設置・運営訓練：1回
資機材点検：2回

災害時に集まったボランティアに対応するため、災害時ボラ
ンティアセンター設置・運営マニュアルを策定した。その具現
化のため、市民向け災害ボランティアコーディネーター養成
講座の実施や災害ボランティアセンター支援体制検討会議
（市、市社協、SVCみやざき、宮崎文化本舗）を支援する。

106
基本目標2

【施策の柱（4)】
災害対策等の推進

災害時救援ボランティア
コーディネーターみやざき
補助事業

文化・市民活動課 660 660 660 

ＳＶＣみやざき会員のスキルアップ講座：2回
全体会によるスキルアップ：6回
災害時の参集名簿の作成
台風10号災害ボランティア活動：6回

災害ボランティアセンターの運営とボランティア受け入れ等
の活動を円滑に実施するため、①SVCみやざき会員のスキ
ルアップのための研修事業、②災害時参集名簿の作成、③
全体会による訓練を実施する。

107
基本目標2

【施策の柱（4)】
災害対策等の推進

災害情報の配信 指令課 23 23 23

聴覚障がい者で災害発生時の情報を即座に入手すること
が困難な方に、災害情報（火災・地震・気象情報）を携帯電
話の電子メールに配信した。

聴覚障がい者で災害発生時の情報を即座に入手すること
が困難な方に、災害情報（火災・地震・気象情報）を携帯電
話の電子メールに配信する。

108
基本目標2

【施策の柱（4)】
災害対策等の推進

障がい者１１９番通報事業 指令課 132 132 132

聴覚または言語等に障がいがあり音声（肉声）による１１９
番通報が困難な方が、スマートフォン等を利用してインター
ネットから通報することができるシステム（NET119)を導入
した。

聴覚または言語等に障がいがあり音声（肉声）による１１９
番通報が困難な方が、スマートフォン等を利用してインター
ネットから通報することができるシステム（NET119)の適正
管理及び保守を行う。
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障がい者福祉関連施策　【令和６年度実績 及び 令和７年度計画】
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109

基本目標3
【施策の柱（1)】

外出支援・情報コミュ
ニケーションの促進

情報保障・コミュニケーショ
ン支援事業

障がい福祉課
生活支援係 20,678 20,328 20,678

・視覚障がい者社会参加支援事業（各種教室等実施回数：
73回、参加者：809人）
・視覚障がい者相談事業（相談件数：１０6件）
・手話通訳者・要約筆記者派遣事業（手話通訳者延べ利用
者数：3５7人、延べ通訳件数：７59件　要約筆記者延べ利
用者数：22人、延べ要約件数：42件）
・手話通訳者設置事業（活動件数：516件）
・手話ビデオ等作製事業（作製本数：357本、貸出件数：
277件）
・手話奉仕員等養成事業（修了者数：１42人）
・要約筆記者養成事業（受講者数：15人）
・コミュニケーションボード配付（避難所配置職員への説
明）
・聴覚障がい者支援事業（支援件数：１06件）

手話通訳等の専門知識を持つ団体等と協力し、障がい児・
者が情報を取得するための支援や、円滑にコミュニケーショ
ンが行えるような支援など各種意思疎通の支援を行う。

110

基本目標3
【施策の柱（1)】

外出支援・情報コミュ
ニケーションの促進

腎臓機能障がい者通院費
助成事業

障がい福祉課
生活支援係

4,400 4,242 4,200

タクシー利用券交付者数：291人
ガソリン利用券交付者数：292人

在宅の腎臓機能障がい児・者及び家族の経済的負担の軽
減を図るため、通院に利用するためのタクシー券又はガソリ
ン券を交付する。

111

基本目標3
【施策の柱（1)】

外出支援・情報コミュ
ニケーションの促進

障がい者自動車運転免許
取得・改造助成事業

障がい福祉課
生活支援係

1,300 850 1,300

免許取得助成件数：5件
自動車改造助成件数：7件

障がい者に対して自動車運転免許の取得及び自動車の改
造に要する費用の一部を助成することにより、障がい者の社
会参加促進を図る。

112

基本目標3
【施策の柱（1)】

外出支援・情報コミュ
ニケーションの促進

重度障がい者福祉タクシー
料金等助成事業

障がい福祉課
生活支援係

38,000 38,474 38,000

タクシー利用券交付者数：3,151人
ガソリン利用券交付者数：2,109人

重度の障がいのある対象者に対し、タクシー利用料金また
はガソリン購入費用の一部を助成し、日常生活の利便と社
会活動の範囲の拡大を図る。

113

基本目標3
【施策の柱（1)】

外出支援・情報コミュ
ニケーションの促進

重度身体障がい者移動支
援事業

障がい福祉課
生活支援係

4,103 4,074 4,103

延べ利用件数：470件
登録者数：49人
登録ボランティア数：26人

一般の交通手段の利用が困難な重度身体障がい者に対
し、住民参加型の移送サービスを行う。

114

基本目標3
【施策の柱（1)】

外出支援・情報コミュ
ニケーションの促進

福祉バス運行事業　 障がい福祉課
生活支援係

4,100 3,886 4,100

延べ利用者数：1,431人
運行回数：96回

外出が困難な在宅の障がい者の福祉の増進を目的として、
障がい者団体等が実施する活動に対し、福祉バスを運行す
る。

115

基本目標3
【施策の柱（1)】

外出支援・情報コミュ
ニケーションの促進

重度障がい者等就労・修学
支援事業

障がい福祉課
障がいサービス係 3,975 1,289 3,970 

重度障がい者等就労支援
利用者：1名（R4.7～）

障がい者の自立や社会参加の促進を図り、重度障がい者
等の就労や修学の支援を充実させるため、通勤時や職場
等における、排せつ、食事、代筆及び代読等のコミュニケー
ション支援等を行う。

116

基本目標3
【施策の柱（1)】

外出支援・情報コミュ
ニケーションの促進

視覚障がい者に対する広
報事業 秘書課 1,290 1,290 1,290

点字広報とＣＤによる声の広報を毎月発行した。
点字広報：100部
声の広報：80枚（CD：80枚）

点字を解読できる視覚障がい者を対象に「点字広報みや
ざき」を、また、点字を解読できない視覚障がい者を対象に
ＣＤによる声の広報を宮崎県視覚障害者福祉協会を通して
毎月発行する。

117

基本目標3
【施策の柱（1)】

外出支援・情報コミュ
ニケーションの促進

衆議院議員総選挙事業 選挙管理委員会
事務局 経費なし 経費なし -

16の期日前投票所にコミュニケーションボード、耳マークを
設置した。
投票支援カードをホームページに掲載。
期日前投票所のバリアフリー情報をホームページに掲載。

-
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障がい者福祉関連施策　【令和６年度実績 及び 令和７年度計画】

№ 施策の柱 事　業　名 担当課名
①R6年度
当初予算

(単位：千円)

②R6年度
決算

(単位：千円)

③R7年度
当初予算

(単位：千円)
R6年度事業の成果 R7年度事業の内容

118

基本目標3
【施策の柱（1)】

外出支援・情報コミュ
ニケーションの促進

参議院議員通常選挙事業 選挙管理委員会
事務局

経費なし -

コミュニケーションボード、耳マークの各投票所への設置。
投票支援カードのホームページ掲載。
期日前投票所のバリアフリー情報のホームページに掲載。

119

基本目標3
【施策の柱（1)】

外出支援・情報コミュ
ニケーションの促進

市長選挙事業 選挙管理委員会
事務局

経費なし -

コミュニケーションボード、耳マークの各投票所への設置。
投票支援カードのホームページ掲載。
期日前投票所のバリアフリー情報のホームページに掲載。
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障がい者福祉関連施策　【令和６年度実績 及び 令和７年度計画】

№ 施策の柱 事　業　名 担当課名
①R6年度
当初予算

(単位：千円)

②R6年度
決算

(単位：千円)

③R7年度
当初予算

(単位：千円)
R6年度事業の成果 R7年度事業の内容

120
基本目標3

【施策の柱（2)】
就労支援の充実

障がい者就労事業所魅力
アップ応援事業

障がい福祉課
生活支援係

4,800 4,800 4,800

登録事業所数：33事業所
製品の販売額：1,632,020円
業務の請負額：14,431,923円

障がい者の雇用安定や工賃向上を図るため、障がい者を
雇用する事業所間の連携強化や販売力の向上、請負業務
の受注促進等を行う団体の運営費の一部を助成する。

121
基本目標3

【施策の柱（2)】
就労支援の充実

【再掲】
重度障がい者等就労・修学
支援事業

障がい福祉課
障がいサービス係 3,975 1,289 3,970 

重度障がい者等就労支援
利用者：1名（R4.7～）

障がい者の自立や社会参加の促進を図り、重度障がい者
等の就労や修学の支援を充実させるため、通勤時や職場
等における、排せつ、食事、代筆及び代読等のコミュニケー
ション支援等を行う。

122
基本目標3

【施策の柱（2)】
就労支援の充実

市職員及び会計年度任用
職員への採用 人事課 経費なし 経費なし 経費なし

・障がい者を対象とした試験を実施した。
・正職員1名を採用した。
・会計年度任用職員8名を採用した。

障害者の雇用の促進等に関する法律を遵守しながら、障が
い者の雇用に努める。

123
基本目標3

【施策の柱（2)】
就労支援の充実

宮崎テクノリサーチパーク
交流研修センター運営費 企業立地推進課 130 160 130

テクノリサーチパーク交流研修センターの管理運営業務の
うち、清掃業務をNPO法人チームさどわらに委託。

テクノリサーチパーク交流研修センターの管理運営業務の
うち、清掃業務を、NPO法人チームさどわらに委託。

124
基本目標3

【施策の柱（2)】
就労支援の充実

花と緑のまちづくり推進事
業 公園緑地課 1,000 900 1,000

公園への花の植栽および管理業務の委託 公園への花の植栽および管理業務の委託

125
基本目標3

【施策の柱（2)】
就労支援の充実

「宮崎市環境美化ボラン
ティア袋」の作製等業務委
託

環境業務課 1,584 1,576 1,731

環境美化ボランティア袋の作製及び品質管理を委託した。 環境美化ボランティア袋の作製及び品質管理を委託する。

126
基本目標3

【施策の柱（2)】
就労支援の充実

障がい者の就労場所の提
供 文化・市民活動課 経費なし 経費なし 経費なし

宮崎市民文化ホール及び宮崎市民プラザにおいて、障がい
者の雇用の就労場所を提供できた。

宮崎市民文化ホール及び宮崎市民プラザ内の喫茶コー
ナーをノーマライゼーション実現のため、障がい者の就労の
場として障がい者団体に提供する。

127
基本目標3

【施策の柱（2)】
就労支援の充実

障がい者の就労支援場所
の提供 公園緑地課 10,755 10,755 10,755

宮崎市フェニックス自然動物園内の清掃作業等を障がい
者団体に委託することにより就労支援を行った。
※指定管理者の再委託業務

宮崎市フェニックス自然動物園内の清掃作業等を障がい
者団体に委託することにより就労支援を行う。
※指定管理者の再委託業務

128
基本目標3

【施策の柱（2)】
就労支援の充実

市場施設維持管理事業 市場課 130 133 150
中央卸売市場内の美化整備が図られ、就労の場を提供す
ることができた。

中央市場内の清掃を行うなど就労の場を提供する。

129
基本目標3

【施策の柱（2)】
就労支援の充実

建設工事における等級格
付の主観点加点 契約課 経費なし 経費なし 経費なし

市内　596業者のうち、55業者で加点。 建設工事の等級格付における主観的項目の１つとして、障
がい者雇用状況により加点（法定雇用率を超えて雇用して
いる又は、雇用義務の無い事業者で障がい者を雇用してい
る場合）。

130
基本目標3

【施策の柱（2)】
就労支援の充実

多様な農業人材確保推進
事業 農政企画課 1,500 

新規事業のため成果なし。 農業者や農業に関心のある個人や企業等を対象に、外国
人材活用や農福連携、事業承継に関するセミナー等を行
い、ノウハウや認知向上を図る。
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障がい者福祉関連施策　【令和６年度実績 及び 令和７年度計画】

№ 施策の柱 事　業　名 担当課名
①R6年度
当初予算

(単位：千円)

②R6年度
決算

(単位：千円)

③R7年度
当初予算

(単位：千円)
R6年度事業の成果 R7年度事業の内容

131

基本目標3
【施策の柱（3)】

教育・療育支援の充
実

障がい児等療育支援事業 障がい福祉課
生活支援係

7,302 7,191 7,286

療育等支援延べ件数：649件 療育に関する専門的な支援を必要とする者等やその家族の
地域での生活を支えるため、身近な地域で療育に関する支
援、相談等が受けられる療育機能の充実を図る。

132

基本目標3
【施策の柱（3)】

教育・療育支援の充
実

医療的ケア児等支援事業 障がい福祉課
生活支援係

14,450 14,112 14,450 

連絡協議会等の開催数：年4回
コーディネーター配置（委託）：2名（看護師）

人工呼吸器を装着している児童など日常生活を営むため
に医療を要する状態にある児童が、その心身の状況に応じ
た適切な保健、医療、福祉などの関連分野の支援を受けら
れるために、コーディネーターを配置し、相談支援や関係機
関による会議等を実施する。

133

基本目標3
【施策の柱（3)】

教育・療育支援の充
実

発達障がい児等早期支援
強化事業

障がい福祉課
生活支援係 7,000 7,000 7,000 

早期相談支援（延べ件数）：８9件 発達障がい等の診断を受ける前の期間に、相談支援専門
員等の専門職員によるアセスメントやカウンセリングを実施
することで、障がい児やその家族の不安解消を図り、早期支
援及びその後の円滑な福祉サービス等の利用につなげる。

134

基本目標3
【施策の柱（3)】

教育・療育支援の充
実

特別支援教育支援員配置
事業 学校教育課 173,683 150,296 185,900

・授業スタッフ（16名）を、複数の学年の在籍数が多い特別
支援学級を有する関係小中学校に配置し、授業充実を図っ
た。　
・コーディネーターサポートスタッフ（12名）を、校内特別支
援教育コーディネーターの負担が大きい関係小中学校に配
置し、授業の支援・補助を行った。
・生活・学習アシスタント（59名）を、下肢等に障がいのある
児童生徒の学習補助や生活の介助等を行うため、関係小
中学校に配置した。
・日本語指導支援員（8名）を、日本語が分からず授業内容
の理解が困難な児童生徒が在籍する関係小中学校に配置
し、個別支援を行った。

特別な配慮を要する児童生徒の増加や外国籍の児童生徒
の増加に伴い特性にあった支援員を対象校に配置すること
で、児童生徒がよりよい学校生活を送ることができるように
する。

135

基本目標3
【施策の柱（3)】

教育・療育支援の充
実

特別支援教育管理事業 学校教育課 1,270 1,088 1,200

障がいのある幼児、新入学児及び在学児童・生徒に対し、
適切な就学相談を行うため就学相談委員会を設置し、必要
な検査・調査・相談を実施した。また、特別支援学級増設等
に対応するために備品・消耗品を整備した。

障がいのある幼児、新入学児及び在学児童・生徒に対し、
適切な就学相談を行うため就学相談委員会を設置し、必要
な検査・調査・相談を実施する。また、特別支援学級増設等
に対応するために備品・消耗品を整備する。

136

基本目標3
【施策の柱（3)】

教育・療育支援の充
実

【再掲】
特別支援教育バリアフリー
化整備事業

学校教育課 3,900 2,935 3,900

下肢等に障がいのある児童・生徒が安心・安全で円滑な学
校生活を送れるようにするため、トイレの改修や段差解消等
の整備を行った。
【整備校：10校(13か所)】
宮崎港小(1)、広瀬小(3)、東大宮小(1)、住吉小(1)、西池
小(1)、七野小(1)、宮崎東中(1)、赤江中(1)、東大宮中
(2)、田野中(1)

下肢等に障がいのある児童・生徒が安心・安全で円滑な学
校生活を送れるようにするため、段差解消や障がい者トイレ
の軽微な整備等を行う。

137

基本目標3
【施策の柱（3)】

教育・療育支援の充
実

小中学校医療的ケア児支
援事業 学校教育課 12,329 4,957 14,765 

学校で医療的ケア（医療内容：導尿）が必要な児童・生徒
を支援するため、実施校2校（江南小：2名、大宮小１名）に
看護師を派遣した。また、医療的ケア児支援運営協議会を
年2回実施し、支援の実施体制整備を行った。

学校で医療的ケアが必要な児童・生徒を支援するため、対
象校に看護師を派遣するほか、医療的ケア児支援運営協
議会を設置し、支援体制の構築を図る。

138

基本目標3
【施策の柱（3)】

教育・療育支援の充
実

特別支援保育事業費補助
事業 保育幼稚園課 90,780 106,067 120,000

障がい児を保育する私立保育所等74園に対して、人件費
等の補助を行った。

障がい児を受け入れる保育所等に対し、障がいの程度に応
じて補助を行う。
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障がい者福祉関連施策　【令和６年度実績 及び 令和７年度計画】

№ 施策の柱 事　業　名 担当課名
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(単位：千円)
R6年度事業の成果 R7年度事業の内容

139

基本目標3
【施策の柱（3)】

教育・療育支援の充
実

特別支援児受入促進事業 保育幼稚園課 1,000 0 300

障がい児が入所する園に対して、施設の軽微な改修に係る
費用を補助する事業であるが、令和6年度は実施施設がな
かった。

保育所等において障がい児を受け入れるために必要な整
備、改修等を行う。

140

基本目標3
【施策の柱（3)】

教育・療育支援の充
実

私立幼稚園等特別支援教
育・保育事業 保育幼稚園課 7,500 7,268 8,100

障がい児保育を実施する私立幼稚園等18園に対して、人
件費、教育研究費、保育材料費などの費用の補助を行っ
た。

障がい児保育を実施する私立幼稚園等に対し、人件費、教
育研究費、保育材料費などの費用の補助を行う。

141

基本目標3
【施策の柱（3)】

教育・療育支援の充
実

【再掲】
乳幼児発達相談事業 親子保健課 1,830 1,726 1,770

乳幼児発達相談（すこやかひろば）
実施回数：30回　延人数：235人、
実利用者数：181人
健診事後教室（ちびっこランド）
実施回数：34回　延人数：417人、
実利用者数：98人

発育・発達に遅れ等がみられる乳幼児に対して相談事業や
支援を行う。

142

基本目標3
【施策の柱（3)】

教育・療育支援の充
実

【再掲】
宮崎市総合発達支援セン
ター指定管理料

親子保健課 508,237 508,237 513,457

延べ利用者数
診療部：21,517人
通所部：12,024人

障がいの早期発見及び早期療育と在宅の障がい児（者）
を支援するために、円滑な管理運営を行う。

143

基本目標3
【施策の柱（3)】

教育・療育支援の充
実

【再掲】
未熟児障がい児等支援事
業

親子保健課 74 73 60

・未熟児等支援教室
　　実施回数：5回　参加延人数　親：34人、子：36人 早産・低出生体重児や長期に治療を必要とする児とその保

護者に交流の場を提供し、専門職による相談・支援を行う。

144

基本目標3
【施策の柱（3)】

教育・療育支援の充
実

就学前子ども発達サポート
事業 親子保健課 4,200

新規事業のため成果なし。 ５歳児健康診査において発達上の課題が見られた児や保
護者に対し、相談事業や支援を行う。

145

基本目標3
【施策の柱（3)】

教育・療育支援の充
実

宮崎市総合発達支援セン
ター備品更新・施設改善事
業

親子保健課 63,000 58,151 44,585

利用者に対し、安全で適切なサービスを提供するため、老
朽化が進む施設の改善や備品の更新を行った。
○主な事業内容
・宮崎市総合発達支援センター空調設備改修工事（その
２）　　　　　　　47,746,160円
・園庭トラック修繕工事　957,000円

宮崎市総合発達支援センターの利用者および職員が、安
全に施設利用が出来るようにするため、施設修繕及び備品
更新を行う。

146

基本目標3
【施策の柱（3)】

教育・療育支援の充
実

【再掲】
教職員研修運営事業

教育情報研修セン
ター

2,600 636 2,000

特別支援学級の担任や関係者に対して研修を実施すること
により、指導方法の工夫改善について理解を深め、実践的
指導力の向上を図った。

特別支援教育に関わる教職員や希望者を対象とした研修
を実施し、特別支援教育への理解を深め、指導力の向上を
図る。

21 ページ



障がい者福祉関連施策　【令和６年度実績 及び 令和７年度計画】

№ 施策の柱 事　業　名 担当課名
①R6年度
当初予算

(単位：千円)

②R6年度
決算

(単位：千円)

③R7年度
当初予算

(単位：千円)
R6年度事業の成果 R7年度事業の内容

147

基本目標3
【施策の柱（4)】

スポーツ・文化芸術活
動等の促進

視覚障害者マラソン宮崎大
会開催補助事業

障がい福祉課
管理係

1,600 1,600 1,600

参加者：4７人
伴走者：6７人

青島太平洋マラソン大会に国際視覚障害者の部を「視覚
障害者マラソン宮崎大会」として併設し、大会運営に係る補
助を行う。

148

基本目標3
【施策の柱（4)】

スポーツ・文化芸術活
動等の促進

宮崎市障がい者体育セン
ター運営費

障がい福祉課
管理係

3,500 4,442 3,500

延べ利用者数：12,451人
うち障がい者:4,671人

障がい者にスポーツと健全なレクリエーションの場として利
用してもらい、体力の向上と交流を深めることにより、福祉の
増進を図る。

149

基本目標3
【施策の柱（4)】

スポーツ・文化芸術活
動等の促進

障がい者福祉関係大会補
助

障がい福祉課
管理係

275 375 0

第63回九州地区手をつなぐ育成会宮崎大会　175千円
第78回九州盲人福祉大会（宮崎大会）　100千円
令和6年度第53回九州身体障害者福祉大会・第31回九
州ブロック身体障害者相談員研修会（宮崎大会）　100千
円

障がい者の体力向上と健康増進のために開催されるス
ポーツ大会や、自立と社会参加を推進するために開催され
る研修会等各種大会の運営に係る経費を補助する。

150

基本目標3
【施策の柱（4)】

スポーツ・文化芸術活
動等の促進

早朝ウォーキング大会 スポーツランド推
進課 経費なし 経費なし 経費なし

宮崎市スポーツ推進委員協議会の主催で、市民の健康づ
くり、体力づくりを目的に、トム・ワトソンゴルフコースにて
ウォーキングイベントを実施し、161名の方に参加いただい
た。

市民の健康づくり、体力づくりを目的に、市内のゴルフ場を
会場に、障がいの有無に関わらず広く参加を呼びかけてい
く。

151

基本目標3
【施策の柱（4)】

スポーツ・文化芸術活
動等の促進

宮崎市民スポーツ大会 スポーツランド推
進課

3,679 3,183 3,879

41競技中38競技を開催し、小学生、中学生、高校生、一般
の競技者約8,550名が参加した。そのうち、障がい者の参
加人数は15名であった。

市民体育大会において、各競技団体で障がい者の方も参
加できるよう広く呼びかけている。

152

基本目標3
【施策の柱（4)】

スポーツ・文化芸術活
動等の促進

スポーツ等合宿受入支援
事業

スポーツランド推
進課 8,000 7,895 8,000 

合宿補助実績は137団体。（宿泊費補助：96団体・特産
品：41団体）

合宿の定着及び増加を図るため、スポーツ等様々な合宿を
行う団体に対し、宿泊費の一部を助成または、宮崎県の特
産品贈呈等を行う。
なお、令和7年度より補助の上限額を以下のとおり変更し、
より多くの団体が補助を受けることができるようにした。
宿泊費補助　上限10万円⇒8万円
バス等経費補助　上限10万円⇒8万円
特産品　上限4万円⇒3万円

153

基本目標3
【施策の柱（4)】

スポーツ・文化芸術活
動等の促進

障がい者等文化芸術活動
推進事業 文化・市民活動課 1,104 1,010 1,120 

募集したデザインを元に「ミニトートバッグ・ノート」セットを
作成、販売した。デザイン応募数が118件、販売価格：
1,000円、販売個数497枚で、412枚売り上げがあり、「子
ども・若者、障がい者」の文化芸術を推し進めることが出来
た。

障がい者等「子ども・若者、障がい者」から、委託業者が作
品（デザイン）を募集し、応募された作品からグッズとして活
用する作品を選定し制作する。グッズは販売を行い、歳入の
一部を文化芸術振興基金へ積み立てる。
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